


















































とをあげている（1 条 1 項）。
　そもそも日本法はローマ法の伝統に従い、「人」と「物」とを峻別し 4、「物」は人
1　教会的な表現をすれば、①伝道 ･ 宣教など、②主日礼拝 ･ 祈祷会など、③信徒教育 ･ 教会学校


































6　なお、訴訟法 ･ 税法 ･ 社会法などにおいては、法人でない団体（人格のない社団または財団）
を法人と同一ないし同様に扱う旨の個別規定を置いているものがある（民事訴訟法 29 条、法人
税法 3 条など）。
7　昭和 26 年 2 月 28 日衆議院文部委員会における、宗教法人法案に関する篠原義雄政府委員によ
る提案理由の補足説明（以下「昭和 26 年補足説明」という。）においては、第 1 条の規定について、
「この法律の目的はあくまで憲法の保障する信教の自由を尊重する点に立脚し、決して宗教上の
行為にまで触れるものではないことを明らかにしている」といっている。
8　昭和 26 年 4 月 3 日文宗 23 号文部事務次官通知「宗教法人法の施行に伴う事務について」



















ができ」（4 条 1 項）、「この法律によって法人となった宗教団体を宗教法人という」




10　昭和 26 年 7 月 31 日文宗 47 号文部大臣官房宗務課長代理発「宗教法人の規則作成、認証申請
等について」
11　昭和 26 年文宗 47 号の別紙その 2 の記載例。記載例その１は「教派教団等の部」、その 2 は「社
寺教会等の部」。
12　文化庁『宗教法人の管理運営の手引 ･ 宗教法人の規則質疑応答集』（ぎょうせい、1986 年）
20–21 頁。











１人を代表役員とする」（18 条 1 項）とし、「責任役員は、宗教法人の事務を決定



















1995 年、16 頁）、拙稿「宗教法人法における宗教団体と宗教法人」（『宗教法』24 号、宗教法
学会、2005 年、135 頁以下）、拙稿「宗教団体の実態と宗教法人法の限界」（『宗教法』30 号、
宗教法学会、2011 年、27 頁以下）、拙著『教会と宗教法人の法律』（キリスト新聞社、2007 年、
79–122 頁）、拙稿「宗教法人解散後の宗教活動」（『キリストと世界』22 号、東京基督教大学、
2012 年、125 頁以下）、拙稿「『宗教団体』の誤解 〜誤解に基づく過規制と脱法 ･ 脱税〜」
　　（『宗教法』32 号、宗教法学会、2013 年、７頁以下）ほか参照。
14　宗教活動を主宰する、教会の牧師 ･ 伝道師など、教団の総裁 ･ 議長 ･ 理事長などをいう。神社
の宮司 ･ 総裁など、寺院の住職 ･ 管長など、カトリック教会の司祭 ･ 司教など、その他の教会
長 ･ 教導職 ･ 総裁 ･ 貫主なども同様であり、本稿では「教職者」としたが、一般的には「宗教
主宰者」と称している（拙稿「宗教活動による不法行為と宗教法人の責任」[『法政論集』227 号、
名古屋大学、2008 年、675 頁以下 ]、拙稿「宗教活動に基づく不法行為と宗教法人の責任」[『私





















































































　　「包括」とは、例えば、地方自治法に「都道府県は、市町村を包括する」（5 条 2 項）と規定さ
れているが、都道府県と市町村とは各々独立の普通地方公共団体であり（１条の 3 第 2 項）、
独立の法人であって（2 条１項）、独自の条例 ･ 議会 ･ 執行機関を有し（14 条１項、89 条、
139 条）、当然に、各々固有の財産を所有するのである。ただし、市町村の住民は同時に都道府











































リストと世界』15 号、東京基督教大学、2005 年、61 頁以下）、拙稿「宗教活動非課税と税務
当局の宗教介入」（『基督神学』21 号、東京基督神学校、2009 年、24 頁以下）、拙稿「資産税































23　拙稿「寺院に厚生年金加入義務ありや」（『月刊住職』2015 年 7 月号 124–128 頁）、拙稿「税
務調査＆社会保障」、全日本仏教会『厚生年金加入促進問題の経緯と現況に関する連絡会資料』
（2015 年 7 月）、全日本仏教会『厚生年金加入促進問題の経緯と現況に関する連絡会京都会場報
告書』（2015 年 7 月）、京都仏教会『寺院の厚生年金加入について』（2015 年 9 月）、京都仏教
会研究会における拙稿「寺院の厚生年金加入問題」（2015 年 9 月）、全日本仏教会『平成 27 年




























































ならなくなる（所得税法 28 条１項 ･183 条１項）。同様に、給与所得にかかる個人
の市町村税について、特別徴収をしなければならない（地方税法 321 条の 3）。
　牧師が労働者であるとするなら、労働者を使用する事業を適用事業とする、業務
上の事由や通勤による労働者の負傷 ･ 疾病 ･ 障害 ･ 死亡等に対して必要な保険給
付を行う「労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）」が適用され（労働者
災害補償保険法 1 条 ･3 条 1 項）、宗教法人について労災保険の保険関係が成立し、
賃金総額に保険料率を乗じて得た額の一般保険料の支払いなどが必要となる（労働
保険の保険料の徴収等に関する法律（以下「労保徴収法」という。）3 条 ･11 条１項）。
　同様に、労働者が雇用される事業を適用事業とする、労働者が失業した場合等に




険料の支払いなどが必要となる（労保徴収法 4 条 ･11 条１項）。
　さらに、常時従業員を使用する法人の事業所を適用事業所とし、適用事業所に
使用される者を被保険者とする、労働者の業務外の事由による疾病 ･ 負傷 ･ 死亡 ･
出産等に関して保険給付を行う「健康保険」が適用され、宗教法人は、被保険者の
保険料額の 2 分の 1 を負担し、保険料の全額を納付する義務を負うことになる（健
康保険法 1 条 ･3 条 1 項 ･3 条 3 項 2 号 ･161 条 1 項 ･161 条 2 項）。
　同様に、常時従業員を使用する法人の事務所 ･ 事業所を適用事業所とし、適用事
業所に使用される 70 歳未満の者を被保険者とする、労働者の老齢 ･ 障害 ･ 死亡に
ついて保険給付を行う「厚生年金保険」が適用され、宗教職と宗教職を使用する宗
教法人は、保険料の半額を負担し、納付する義務を負うことになる（厚生年金保険



















29　昭和 24 年 7 月 28 日保発 74 号厚生省厚生年金局長通知。社会保険研究所『厚生年金保険便覧』



















































　本事例は、弁護士 ･ 司法書士 ･ 行政書士等の法律専門職の指導の下になされた
公告に附帯する説明であるものと思料されるが、「信教の自由」という点が絡んで、
宗教法の分野は極めて特殊となっており、一般の弁護士 ･ 司法書士 ･ 行政書士等
の法律専門職では適正な判断 ･ 処理が困難なことも少なくない 32。
　宗教法は、ごく一部の大学で講義されているだけであり、いかなる法律専門職の








　　ゆえに、基督教的に言えば、基督の召命を受けて献身し、神学を究め、牧会 ･ 伝道 ･ 教育の知
識 ･ 経験を有する教職者（少なくとも献身者）が主体となって研究を深めうる分野であり、神




















門興隆』2013 年 4–11 月号）／『月刊住職』（2013 年 12 月号以降）などがある。なお、実務
上には、筆者所属の宗教法制研究会編『Q&A 宗教法人をめぐる法律実務』（新日本法規、加除
式）、石村耕治編『宗教法人の税務調査対応ハンドブック』（清文社、2012 年）などが有用。
